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②
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臨時職員人件費 ④
⑤

①
⑥

【事業の成果】

【反省点・課題】

【改善の方向性】

Ｈ28(標準事業)

①
基
本
事
項

計画コード 事業名 部名 健康福祉部
03129-1 障がい児支援事業 室名 子ども総合センター子ども家庭室

②
目
的
・
概
要

目
的
・
概
要

対象 保育所に入所している障がい児

③
指
標

施策の方向 02:すべての子育てを支援するしくみづくり 項 児童福祉費
戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 目 保育所費

施
策
体
系

基本施策の大綱 05:次世代を担う人づくりと歴史文化の振興 財
務
科
目

会計 一般会計
基本施策 02:子育て支援 款 民生費

単位

国庫支出金 所要人員 0.10

人
件
費

総人件費 732
事業費 40,691 40,641 一般職員人件費

計画額 予算額 決算額

県支出金

再
掲

翌年度への繰越額

その他 12,579 12,579 受益者負担率 0.0% ⑤　/　⑥
地方債 受益者負担額

⑤
事
業
の
評
価

総合判定

事業の実施により、障害のある３歳未満児に対しては加配保育士、３歳以上児に対しては介助員を配置し
支援を行った。また、児童の状況に応じて、施設の改修を行うとともに必要な備品を購入し、障がいのある
児童が保育所で安心して過ごせる環境を整備することができた。
こうした取り組みを通じて、４名の児童については前年度よりも配置基準が緩和されるなど、一定の効果を
見ることができた。

Ａ
順調に進んだ

介助員の知識・力量を高めるために、計画的な研修の実施や教材が必要である。また、近年、支援の必要な児童が増加
の傾向にあり、加配保育士や介助員の確保が困難になってきている。障がいの程度の緩和された児童がいる一方、平成
２９年度の判定では中度から重度になった児童もおり、長期的な視点での見守りが重要となっている。

教育委員会と連携し、研修会の実施や長期的な見守りのある支援の充実を図る。また、保育士及び介助員を確保するた
め、年間を通じて募集するなどの対策を講じる。

事業目的の妥当性：

前年度からの繰越額

総人件費 732

④
事
業
の
計
画
・
実
績

年度計画 年度実績
保育所に入所する障がい児の人数　４３人
　　　　　　　　　　（軽度）　（中度）　（重度）　　〔計〕
　３歳未満児　　　　０人　　　２人　　　２人　　　４人
　３歳以上児　　　２３人　　１１人　　 ５人　　３９人
　　合　　計　　　　２３人　　１３人　　　７人　　４３人
加配の保育士数　　４人
加配の介助員数　４３人

事
業
費

適切 有効性： 適切 最終評価確認者： 子ども家庭室長　青木 正彦

目
的

概
要

障がいのある３歳未満児には加配保育士を、３歳以上児には介助員を配置し、一人ひとりの児童に応じた適切な支
援を実施する。また、より良い環境で教育・保育が提供できるように施設を修繕するとともに、必要な備品を購入す
る。

保育所に入所する障がいのある児童が他の児童との生活を通して共に成長できるよう、一人ひとりの児童の発達過
程や障がいの状態を十分把握し、適切な環境の下で過ごせるよう支援する。

２７年度

総コスト 41,373

一般財源 28,112 28,062

732 平均給与額×③

実績値
単位

計画値

実績値

２８年度

4
人

23

3
人

16

人 人
③

計画値

④

名称

補足

①

②

補足

名称

名称

補足

実績値 40 43

人

計画値

人

実績値
単位

計画値

名称

補足

障がい児加配の保育士数

障がい児加配の介助員数

保育所に入所する障がい児の人数

単位


